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区民、事業者、統計データを必要とする者など（国・都･区を含む）

各種指定統計調査の効率的実施及び調査結果の正確性の確保を図る。 調査データを様々
な区政運営に活用していく方策を推進していくと共に､民間事業者や区民にも視認性を高め
て情報として公開するなどして積極的な活用を図り、区民との協働の推進、行政の透明性
・公開性等を図る。

国・都・区の施策立案のための基礎資料収集業務で、国勢調査、事業所・企業統計調査
、工業統計調査など国の指定統計(14調査）の葛飾区に係る分を法定受託事務として行って
いる。 統計調査データについては､区政の基本計画や実施計画等をはじめ各種施策に活用
されているでけでなく、民間事業者等にも活用されている。 統計調査の種類によって、
調査周期や調査対象件数は異なり、年ごとに事務量は増減する。

統計法

・指定統計は、法定受託事務であるため区独自には事業の見直しができない。・プライバ
シー意識の高まり等から調査に非協力的な区民も増加している。また、調査員の推薦は自
治町会に依存しており、調査員は高齢化が進んでいる。・統計調査は継続する必要がある
が、社会情勢に合わせた効果的、効率的な調査方法や調査結果の活用を検討する。

成果指標１ 年間調査票回収率
成果指標２ 葛飾区統計書販売数
活動指標１ 功労統計調査員表彰「区長感謝状」授与件数
活動指標２ 年間調査区域数（調査員数、指導員数の合計）

改善、各種指定統計調査は法定受託事務として、今後も継続する必要があるが、調査方法
等の事務の効率化、執行方法について社会状況に合わせたものにしていくことが求められ
ている。また、調査結果を広くフィードバックしていく仕組みを作り、活用方法の拡大を
図る。

はい。各種指定統計調査は、法定受託事務として今後も継続していく必要がある。

実施済。平成１７年国勢調査では、用品仕分け配送等を民間委託し、また派遣職員を採用
するなど既に民間活用を進めているところであるが、国でも統計調査の民間開放の検討を
始めており、今後も民間活用を進める。

はい。調査方法を社会情勢に合わせていくことや、調査結果を広くフィードバックしてい
くことで統計行政の成果を高めることができる。

はい。指定統計調査の事業費は、国の交付金（歳入）で決まっている。しかし、職員人件
費は、事務の民間委託等を効率的に行うことができれば削減できる可能性はある。
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コスト分析表
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